
事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

 

担当部署：経済基盤開発部平和構築・都市・地域開発第 2 課 

１．案件名  

和文：大アビジャン圏都市整備計画策定プロジェクト 

英文：Project for the Development of Urban Master Plan in Greater Abidjan

仏文：Projet de Révision du Schéma Directeur du Grand Abidjan 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

大アビジャン圏において、2000 年に策定された都市整備計画の評価・分析、

2030 年を目標年次とする都市整備計画の策定、優先度の高いプロジェクトに

かかるフィージビリティー調査を行うことにより、持続可能かつ国家開発方

針と一致した都市整備計画が策定・実施されることを目的とする  

 

（２）調査期間  

2013 年 2 月～2014 年 9 月（20 か月） 

 

（３）総調査費用 約 4 億円  

 

（４）協力相手先機関  

 建設衛生都市計画省 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

分野：都市計画 

計画対象地域（大ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ圏：ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ自治区及び周辺 6 コミューン 1 750 ）

裨益層（大アビジャン圏の居住者） 2 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点  

無秩序な土地利用、生活インフラの絶対的な不足、公共投資の不足－1960 年

の独立後、「イボワールの奇跡」と呼ばれた年率 8%の経済成長を支え、コー

トジボワール国の政治・経済の中心地として成長を遂げたアビジャンは、2002

年のクーデターに端を発する 10 年間の内戦のうちに人口、資本、機能を管理

できず現代都市に典型的な問題を悪化させ、現在、コートジボワール国の復

興、さらには地域の安定に課題を突きつけている。 

  アビジャンの現代都市計画の歴史は古く、独立前の 1928 年以降、4 次に渡

り都市成長に応じた計画策定が行われてきた。しかしながら、2002 年に始ま

る内戦の間に 2 倍（360 万人→約 700 万人）とも言われる人口増加圧力は、都

市貧困層（最大のコミューンで 200 万人）や市域の無秩序な拡大（500 →

750 ）を生み出し、最新の都市整備計画（2000 年策定）に描かれた都市環

境に大きな乖離が生じている。 

 2011 年後半からの治安の安定化に伴い、アビジャンがコートジボワール国

の復興、そして地域経済のけん引役となるためには、これらの問題解決のた

                                                  
1 グランバッサム、ボヌア、アレペ、アザグイエ、ダブー、ジャックビルのコミューン。  
2 最新の人口統計は 1998 年であり内戦時の数値が反映されておらず、現在の人口を正しく示

した公式数値は存在しない。発表されている人口も発表元により 4 百万～ 7 百万人と異なる

ため、事前評価表作成時点では、具体的な人口を記載せず「対象地域の居住者」のみとする。

なお 2013 年 6 月に人口統計が発表される予定であり、同結果をまって裨益人口を特定する。 



めに、2000 年に策定された計画を分析・評価し、教訓を導き出したうえで、

現状に則した都市整備計画の策定及び FS を速やかに実施することが喫緊の

課題となっている。 

 本対象地域のように都市機能が人口増加に追い付いていないことが顕在化

している問題の主たる要因となっている都市においては、交通をコントロー

ルすることで土地利用を規制するアプローチ 3が有効な対応策となるため、本

プロジェクトにおいても都市交通の視点を用いた都市整備計画の必要性が高

いといえる。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ  

2020 年までにコートジボワール国が新興国入りすることを目標とした開発国

家開発計画（2012-2015）においては、第 4 戦略として 2015 年までに「すべ

ての国民が良好な環境及び十分な生活を営むことが出来るようになる」こと

を目的として掲げており、本事業はそのうち第 4 項「住環境及び生活の質」

における成果１「適切な都市の状態が確保される。」に合致する。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

コートジボワール国においては 2011 年 6 月以降の治安の安定化を経て、各ド

ナーが開発支援再開の方針策定中の段階にあり、現時点で具体的な都市開発

セクター事業は実施されていない。 

一方で、フランスは 37.6 億ユーロの債務救済開発契約による協力の重点セ

クターとして都市開発分野を選択しており、案件実施にあたっては緊密な情

報共有を行う。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

我が国は、2011 年 4 月の内戦収束を受け、同年 11 月より二国間政府ベース

の支援再開を決定し、同国への本格的な協力再開に向けた中長期的な協力プ

ログラム及び緊急・短期的な対応としての迅速な支援を検討中の段階にあり

現時点で位置づけられる政策及び国別事業実施計画は存在しない。 

一方、復興支援の緊急フェーズにおいて、JICA は国家総人口の約 1/3 が集

中しており同国の復興及び安定にとって重要であるのみならず、西アフリカ

経済全体の回復・成長にとって不可欠である大アビジャン圏において内戦に

より疲弊・老朽化した都市機能改善のための方針を定め、具体的プロジェク

トを明らかにすることを目標とする「大アビジャン圏機能改善プログラム」

を、コートジボワール国政府と合意している。 

このプログラムおいて、基礎情報整備及び計画策定を実施する本事業は支

援の方向性策定に寄与する。 

４．協力の枠組み 

１．活動内容 

（１）2000 年都市整備計画の評価及び分析 

１）組織体制 

２）実施プロセス 

３）目標の達成状況 

４）インパクト 

 

（２）現況把握 

                                                  
3公共交通指向型（Transport Oriented  Development）と呼ばれる手法。人口増加

が都市を逼迫した経験を有する日本やアジアの大都市で取られてきた手法であり、

我が国が豊富な経験を有する分野。  



１）既存地図収集と土地利用計画策定のための地形図作成 

２）社会経済現況（人口、産業、市街化、コミュニティの状況） 

３）土地現況（図面、地形条件、土地利用） 

４）都市交通（関連法制度、実施機関・関連機関/交通調査/道路インベント

リー/公共交通） 

５）交通量調査 

６）法制度 

７）組織体制 

 

（３）大アビジャン圏都市整備計画の策定 

１）課題の分析 

２）社会経済フレームワークの設定 

３）既存計画及び事業のポジショニング 

４）開発ビジョンの設定 

５）土地利用計画の策定 

６）都市交通セクターマスタープランの策定 

① 将来需要予測 

② 基本方針/政策の策定 

③ マスタープランの策定 

④ 環境社会配慮の実施 

⑤ 事業計画の策定 

⑥ 経済分析・財務分析 

⑦  ロングリスト・ショートリスト作成 

７）戦略的環境アセスメントの実施 

 

（４）優先プロジェクトの FS の実施 

１）優先プロジェクトの抽出(ショートリストの作成/FS 案件の選定) 

２）自然条件調査 

３）概略設計 

４）概略工費の算出 

５）工程計画の策定 

６）財務経済分析 

７）維持管理運営計画の策定 

８）環境社会配慮調査の実施 

９）実施計画の策定 

 

（５）都市計画策定及び実施のための人材育成 

１）本邦研修 

２）OJT 

 

２  アウトプット（成果）  

（１）2000 年都市整備計画が評価される。 

（２）2030 年を目標年次とする都市整備計画が策定される。 

（３）優先度の高い事業にかかる FS が実施される。 

 

３  インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

総括 /ドナー連携,土地利用計画,施設配置計画,社会経済フレームワーク ,都

市計画のための地図,副総括/都市交通,公共交通計画,交通管理, 交通調査・



解析, 交通需要予測,道路計画 ,橋梁計画 ,軌道系交通計画,財務・経済分析 ,

施工計画 /積算 ,自然条件調査 ,環境社会配慮 ,パブリックコンサルテーショ

ン,ドナー連携/広報,研修計画, 業務調整 

 

約  19 名  

 

（ｂ）その他 研修員受入れ 

本邦研修 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

（ａ）本調査で策定される都市整備計画がコートジボワール国の所定のプロ

セスを経て承認される。 

（ｂ）FS 対象もしくは優先度の高いプロジェクトが事業化される。 

（２）  活用による達成目標  

 大アビジャン圏において、持続可能かつ国家開発方針と一致した都市計画

が実施される。 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情  

アビジャン圏の治安が悪化しない 

（２）関連プロジェクトの遅れ  

 特記なし 

７．  貧困・ジェンダー・環境等への配慮  

（１）カテゴリ分類 B 

（２）カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、

セクター特性、事業特性及び地域特性に鑑みて、環境への望ましくない影響

が重大でないと判断されるため。 

（３）環境許認可：協力準備調査にて確認 

（４）汚染対策：協力準備調査にて確認 

（５）自然環境面：協力準備調査にて確認 

（６）社会環境面：協力準備調査にて確認 

（７）その他・モニタリング：協力準備調査にて確認 

 

都市マスタープランの策定にあたっては戦略的環境アセスメント（SEA）の考え

方を取り入れ、複数の代替案の検討を行う。また、個別セクターの計画につい

ても JICA 及びコートジボワール国の手続きに則った環境社会配慮調査をそれぞ

れ実施し、計画の実施に伴う非自発的移転やその他の社会自然環境への負のイ

ンパクトに対する配慮を行う。 

８．過去の類似案件からの教訓の活用  

（１）都市計画決定の仕組みづくり 

マスタープランは都市計画決定されることで初めて法的位置づけを付与され

ることから、本プロジェクトは意思決定、意見調整体制を明確にし、都市計

画法に基づき最終的に意思決定権限を有する都市計画省を中心とする体制づ

くりを行った。 

（２）プロジェクト遂行にあたっての関係機関の連携体制 

プロジェクト対象が複数の省庁及び行政区にわたるうえ、「コ」国が現在権限

の分権、分散といった地方制度の改革を進めており、現在移行期にあること

から、関係機関との十分な調整・連携が取れる体制を構築した。 

９．今後の評価計画 



（１）事後評価に用いる指標  

１）活用の進捗度 

・都市整備計画が政府の計画として承認される。 

・優先順位の高い事業もしくは FS を実施した事業が実際に着手される。 

２）活用による達成目標の指標 

 ・提案事業の進捗度、交通渋滞の解消度（道路面積率、公共交通の利用人数）

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期  

・調査終了３年後 事後評価 

 


